
 

 

 
7 月 17 日時点で 110 社から回答を得た。この内、集計可能であった 106 社の平均は下表の通り。 

 集計社数 基準内賃金 平均年齢 平均勤続 妥結・結果額 増加率 

今期 2026 年 

7 月 21 日(最終) 
106 社 282,152 円 40.9 歳 13.7 年 12,003 円 4.21％ 

昨期 2025 年 

6 月 27 日(最終) 
116社 271,207円 40.6歳 13.2年 11,589円 4.31％ 

※ 「妥結・結果額」には、定期昇給や賃金改善分（ベースアップ等）が含まれている。（以下、同じ） 

 

2026 年  春季労使交渉・賃金改定 調査 最終報 

岐阜県内企業の妥結状況   

Ⅰ 現在の概況 ― 組合員・非管理職 ― 

マイナス 
24社（26％） 

プラス 
41社（44％） 

変わらない 
29社（31％） 

ｎ＝106社 

Ⅱ 賃金交渉の前提となる企業の業績（上記 106 社のうち 94 社が回答） 
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岐阜県経営者協会 会員企業を対象としたアンケート 
対 象︓岐阜県経営者協会 会員企業のうち 567社 (担当者メール把握企業) 
回 答︓140社（回答率 24.7％） 
調査時期︓２０２6年 5月１４日～5月２１日  
調査方法︓WEBアンケートにより実施 

 
 

１．中東情勢の影響について 
 

（１）中東情勢の緊迫化による企業経営への影響 
 
◆７割の企業が「既に影響が出ている」と回答。 
「今後影響が出る可能性がある」をあわせると９割を超える。 

 
   以下、回答の内訳 

・ 「既に影響が出ている」97社（69.3％）。 
・ 「現時点では影響はないが、今後影響が出る可能性がある」39社（27.9％）。 
・ 「現在、今後を含め影響はない（見込み）」1社（0.7％） 
・現時点では不明、精査中 2社（1.4％） 
・その他 1社（0.7％） 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

現時点では影響はないが、 
今後影響が出る可能性がある 

既に影響が出ている 

現在、今後も含め影響はない 

その他 

現時点では不明、精査中 
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２.  企業の価格転嫁の状況について  

（１）企業の価格転嫁の状況について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【価格転嫁の推移（％） 令和６年７月～令和８年５月】 

 

 

 

 

 

 

 

半分程度できている 
41 社 概ねできている 

34 社 

2～3 割程度出来ている 
30 社 全くできていない 

３2社 

よくできている 
2 社 

回答数＝138 社 

令和６年７月 令和7年5月 令和7年12月 令和8年5月
よくできている 3% 4% 4% 1.4%
概ねできている 33% 39% 45% 24.5%
半分程度できている 28% 30% 35% 29.5%
2～3割程度はできている 29% 21% 11% 21.6%
全くできていない 7% 4% 4% 23.0%
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3.  回答企業の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 業種 

建設業 運輸・郵便業 

その他非製造業 

1 従業員規模 

6.4％ 

回答企業＝140 社 

卸売業・小売り業

5％ 
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中央会 使用者側 提出資料一覧

【労働者の生計費】

・物価水準の地域差拍数(総務省)

【労働者の賃金】

・都道府県別賃金(厚労省)

【通常の事業の支払能力】

・下請け比率(経産省)

・倒産の状況(帝国データバンク)

・最賃影響調査アンケート結果(日本商工会議所)

・岐阜県中小企業景況DI値 (中央会)

・中東情勢の影響(中央会)

5

kagak
フリーテキスト
 使用者側委員提出資料 № ３



物
価
水
準
の
地
域
差
指
数
<総
合
>(
20
24
)年

総
務
省
で
は
、
地
域
別
の
物
価
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
物
価
統
計
調
査
に
お
い
て
、
消
費
者
物
価
地
域
差
指
数
を
毎
年
作
成
し
て
い
ま
丸

こ
の
度
、
20
24
年
(令
和
6年
)の
結
果
を
取
り
ま
と
め
た
の
で
、
公
表
し
ま
丸
 
※
全
国
の
物
価
水
準
を
10
0と
し
た
場
合
の
都
道
府
県
の
物
価
水
準

を
指
数
値
で
示
し
た
も
の
。  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

総
務
省
 
令
和
7年
6月
27
日

10
心
.0

10
S,
0

10
4.
9

10
3.
0

10
2.
0

10
1,
9

10
0.
0

99
,0

98
,0

97
.0

96
,0

95
,0

94
.0

0,
ll

96
.

全
国
平
均
=1
00

96
.4

97
.1
(4
4)

98
.3
(3
1)

98
.6
(2
6)

9
1(
33
)

(2
4)

98
.7

(1
4)

99

10
4.
0

峻 阜 県

却 県

ｗ 岡 県

離 賀 県

官 日 山 冒 県

二 重 県

辞 馬 県

鹿 児 島 県

茂 城 県

栃 ホ 県

性 翼 県

岡 山 県

山 梨 県

長 野 県

福 岡 県

新 潟 県

青 森 県

登 媛 県

鳥 取 県

長 庫 県

秋 田 県

長 崎 県

徳 島 県

大 阪 府

福 井 県

高 知 県

島 根 県

岩 手 県

沖 縄 県

埼 玉 県

宮 城 県

京 都 府

千 葉 県

山 帝 県

東
神
北

京
奈
海

都
川
道
県

石 サ|
|

県

総
務
省
統
計
局
「
消
費
者
物
価
地
域
差
指

6



(「 川 )

都道府県別賃金 (男女計)(令和 7年 )

※「賃金」は、調査実施年6月 分の所定内給与額の平均をいう。「所定内給与額」とは、労働契約等であらか

じめ定められている支給条件、算定方法により6月 分として支給された現金給与額 (きまって支給する現

金給与額)の うち、超過労働給与額 (①時間外勤務手当、②深夜勤務手当、③休日出勤手当、④宿日直手

当、⑤交替手当として支給される給与をいう。)を差し引いた額で、所得税等を控除する前の額をいう。

令和 7(2025)イ 1
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2,下購企業数と下備金顔

(注,こ こていう「親事黎書から下隣Jと |よ、自企業より資本金又は従来を数の多い他の法人又は個人から、製品、部品等の製造又は加二
を畳託する形態をいう。

製造企業

中小企業において、親事索者から下8'(注 )を した企察数は31万 6千企業 (中小企業に占める割合479与も)と なり、半敏近い企業が下騎を
行つている。

これを地域別にみると、東京都の4万 3千企象 (下請企素に占める割合137%)力く最も多く、次いで大限府の3万 1千企業 (同 0090)、 愛
知県の2万8千企業 (同 88年も〉となり、これら三大都市を有する都府県で323,tと なった。また、これら都府県に購接する崎玉県、神奈川
県、岐阜県、静岡県、京都府及び兵庫県を含めた上位9都府県では、660%と なつた。

次に、下呂白企業の割合を地域別にみると、政ユ県の7009もが最も高く、次いて福井県の6319も 、長野県と山梨県のS909も、石川県の
58,79も となった。他方、曼注企業の割合が低いのは、沖偶県の13.5,6を始め、北海道の21.5,も 、橿岡県の2419も、虚児島県の248,も 、熊本
県の267路 などとなつた。
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中小企業における下mと嶺は、23兆 2千億円 (嶺品与売上高に占める割合21.0皓 )と なり、供品等売上高の6分の1が下瞭にかかるものと
なつた。

これを地球別にみると、東京都の3兆3千億円 (下睛金傾に占める割合H.2,も )が贔も多く、次いて貴知県の2兆9千偉同 (同 9,9与も)、 大
傾府の1兆 9千億円 (同 8.19も )と なり、これら二六都市を有する都府県で322,も となった。また、これら櫛府県に臓機する靖玉県、神奈川
県、岐阜県、静岡県及び兵庫県を含めた上位8椰府県では、S4、 9与もとなつた。

次に、下日有金ほの割合書地域別にみると、長野曝の34,316が段も高く、次いで福島県及び鳥取県の911'も、群鳥県及び山梨県の310,もと
なつた。他方、下睛金額の割合おぐ低いのは、沖旧県の32,も 書始め、北海道の3.29も 、血児島県のB69も、和歌山県の133,も、高知黒の
138与もなどとなつた。
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通常の事業の支払能力 ④

陣ll産の状況

2026年上半期 (1～ 6月 )

(件数)

(前年同期比)

(負債総額)

(前年同期比)

【岐阜県】  103件 113億円

+39,2% +32.5%

【全  国】  5335件 7247億 円

+6.6% +6.9%

帝国データバンク調べ
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,ア●みつづける、変わられたヶよで

r東京商工会議所 r颯側 障 翻

「中小企業における

最低賃金の影響に関する調査」

集計結果

■調査概要

■集計結果の主なポイント

1.今年度の最低賃金引上酬こついて

2.最低賃金の発効国について
■ (参考資料)業種別集計

1

2

3-16

17～20

21～25

2026年 3月 17日
日本商工会議所 東京商工会議所

■調査結果のポイント

近年大幅引上開 続`く最低賃金や地域によつて最大 6ケ月の差異が生じた発効日について、中小企業における影響の実

態を把握すべく、全国の商工会議所会員企業を対象に調査。3,780社の回答を、東京23区・政令指定都市の都市部

(605社 )とそれ以外の地方 (3′ 175社、うち従業員20人以下の小規模企業1,630社)に分け、集計・分析を実施。

02025年度の最低賃金引上酬こよる影響・負担感
・「最低賃金を下回る従業員がいたため、賃金を引き上げた」とする企業は4割半ば (45B10/o)と、
2年続けての高い水準。地方 (46.6。/。)は、都市部 (37.00/o)より9日 6′ギ、イント高い

また、都市部は昨年調査 (32B40/0)から4B6ポイント増加

・現在の最低賃金の負担感について、「大いに負担」と「多少は負担」の合計は8割近く (76.60/。 )と、
引き続き高く、地方 (77B90/o)は、都市部 (69ュ 80/o)より8Hlポイント高い

○「最低賃金を下回つたため賃金を引き上眈 従業員」の雇用形態
。「パートタイム労働者」が約 8割 (79H6。/o)、「正社員」が 3割超 (32日40/0)
。「正社員Jは昨年調査 (27.20/o〕 からS.2ポイント増加

○今年度の改定後最低賃金の発効日による影響

・昨年度に比べ、「準備期間」を確保できたとする企業は、発効日が年内 (10～ 12月 )の41都道府県
で約 1割 (■2_20/nう 、1月以降の 6県 (秋田,福島・群馬・徳島。大分・ヨ冨本)では3割超 (34.70/。 )

○ 望ましい発効日の時期
。「 1月以降が望ましい」とする企業は、発効日が年内 (10～ 12月 )の41都道府県では約半数
(49.30/o) 、1月以降の 6県では6割準ば (66.00/o)

■ 2025年度の最低賃金弓1上げの「影響」や「負担感」は、地方において深刻な状況
近年の大幅引上酬こより、都市部や正社員でも影響が拡大

■ 発効日が二月以降の地域では、発効日後ろ倒しを引き続き望む企業が他の地域より多い

10
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や
調
達
難

な
ど
中
東
情
勢
の
悪
化
の
影
響
に
関
す
る
数
多
く
の
声

が
寄
せ
ら
れ
て
い
る

◆
原
材
料
・
資
材
価
格
の
高
騰
、
物
価
高
、
人
件
費
の
上
昇

に
対
す
る
価
格
転
嫁
は
十
分
に
進
ん
で
い
な
い
と
の
声

が
あ
る

R8
年
6月
の
ポ
イ
ン
ト

◆
景
況
感
DI
値
マ
イ
ナ
ス
26
 
前
月
比
ほ
ぼ
横
ば
い

～
製
造
業
の
景
況
感
DI
値
は
3カ
月
連
続
で
悪
化
～

◆
収
益
状
況
DI
値
マ
イ
ナ
ス
39
 
前
月
比
9ポ
イ
ン
ト

の
悪
化
 
～
令
和
5
年
10
月
以
来
の
低
い
値
～

～
製
造
業
の
収
益
状
況
DI
値
マ
イ
ナ
ス
42

マ
イ
ナ
ス
40
を
下
回
る
の
は
1年
3カ
月
ぶ
り
～

～
非
製
造
業
の
収
益
状
況
DI
値
マ
イ
ナ
ス
36

前
月
比
12
ポ
イ
ン
ト
の
悪
化
～

◆
資
金
繰
り
DI
値
マ
イ
ナ
ス
21
 
前
月
比
7ポ
イ

ン
ト
の
悪
化
 
～
資
金
繰
り
DI
値
が
マ
イ
ナ
ス
20

を
下
回
る
の
は
令
和
3年
10
月
以
来
～

◆
中
東
情
勢
の
影
響
は
落
ち
着
き
つ
つ
あ
る
と
い
う
声

も
一
部
出
て
き
て
い
る

◆
依
然
と
し
て
原
材
料
口
資
材
価
格
の
高
騰
等
に
対
す
る

価
格
転
嫁
は
十
分
に
進
ん
で
い
な
い
と
の
声
が
あ
る

11



中東 情 勢 の悪 化 によ る影 響 (ll史阜県内中河途 業の景況動向調査 (4～ 6月調査)よ リコメントの抜粋)

◆ 中東情勢の悪化の影響が出てきており、原料・資材の値上げが 10～ 30%と大きく、手に入るものは
まだよいが、仕入れ先から今後は未定の回答もあり、先行きが全く見えない。(4月 :食料品)

◆ 原材料によつては40%以上の値上げとなっている。6月以降の供給は不確定であるなど、中東情勢の
影響が出ている。重油も3～ 4割上がり、 5月以降のコストが上がる見込みである。 (4月 :紙加工品)

◆ イラン情勢の影響により、オフセット印刷機の洗浄液 (有機溶剤)の供給不安も資材商社から通達され
ている。(4月 :印扁1)

◆ 中東情勢の悪化に伴う原油価格の急騰による燃料コス トの上昇のみならず、ポリ袋をはじめ石油製品の
コス ト上昇・品薄が発生し始め、今後も厳しい状況が続くと想定される。 (4月・ 5月 ・6月 :窯業・土石)

◆ 中東情勢の悪化の影響を受け、コークス、作動油、有機溶剤系製品等の購入価格が大幅に上昇し、収益
に影響し始めている。 (4月 ・ 5月 :鉄鋼・金属)

◆ ホルムズ海峡封鎖の影響によるシンナー等の不足が、景況の悪化にさらに追い打ちをかけている状況と
なっている。(4月 ・ 5月 :一般機械)

◆ 中東情勢の緊迫化により、燃料価格の高騰や原材料の調達難による減産、生産停止がJい配され、住宅関
連を中心に停滞感が強い。 (4月・ 5月 :一般機械)

◆ 中東情勢が沈静化しないと、欧米からのインバウンドも、航空機の減便、エアーチケットの高騰により
減る可能性も考えられる。 (4月 :商店街)

◆ 中東情勢の緊迫化 (ホルムズ海峡の封鎖等)に伴い、車の修理に欠かせない「自動車補修用塗料」や関
連資材の供給が不安定な状況となっており、在庫が減少し、修理を断るケースが多数発生している。在庫

がなくなり次第、営業を停止することになる。また、供給不足においても6月 度より塗料は一律 30%値
上がりすることになった。 (4月 ・ 5月・ 6月 :サービス業)

◆ 中東情勢の悪化による原油価格の急騰の影響が更に旅行離れを押し進めているようである。
(4月 :サービス業)

◆ 中東情勢の悪化による塗料、シンナーの入手難について苦悩している。 (4月 :建設業)
◆ 中東情勢の悪化の影響を受け、資材の高騰、材料の品不足等が発生し、仕事が少なくなっている状況で
ある。(4月・ 5月 :建設業)

◆ 中東情勢の悪化により、フィルムや段ボール・手袋・テープなどが 15～ 20%の値上げの通達が来て
いる。(5月 :食料品)

◆ 繊維産業においてもポリエステル、ナイロンなどは、生産工程において中心素材となっており、値上が
りはもちろんのこと、供給制限が始まっている。染色工場においても染料、樹脂、包装資材の不足や値上

がりに苦しみ始めた。 (5月 :繊維)

◆ 中東情勢の影響により、重油、レーヨン、その他薬品等が 2～ 4割程上がっている。(5月 :紙加工品)
◆ 世界情勢 (特にホルムズ海峡封鎖)の影響により、4月 から原料の大幅な値上げがあり、客先への製品
の値上げについて 100%受 け入れられている組合員と受け入れられていない組合員で状況が分かれて
おり、依然として厳しい状況が続いている。 (5月 :化学ゴム)

◆ 中東情勢の影響で引き続き出荷調整、受注停止が行われ、商品が納入できない状態が続いている。
(5月・ 6月 :卸売業)

◆ インバウンドは、中東情勢の影響もあり減少傾向である。物資等は、ナフサの影響もあり仕入れ価格が
上昇するのみでなく、品物が無く仕入れが滞っているため、運営に支障をきたしている。

(5月 。6月 :サービス業)

◆ 原油不足のため材料が不足し、特に接着剤、ビニール管が不足しており、工事がス トップしている。
(5月 :建設業)

◆ エンジンオイルの不足、ナフサに関連するストレッチフイルムの供給制限・大幅な値上げなど、コスト
アップ要因が増えている。 (5月 :運輸業)
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最
低
賃
金
に
係
る
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

（
令
和
8 
年
5 
月
調
査
）

岐
阜
県
商
工
会
連
合
会

13
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【
基
本
情
報
】

〇
県
内
に
４
２
あ
る
商
工
会
の
経
営
指
導
員
に
よ
る
調
査

・
７
７
事
業
者

〇
正
規
従
業
員
数

・
５
人
以
下

５
７
事
業
者

・
６
～
２
０
人
１
５
事
業
者

・
２
１
人
以
上

５
事
業
者

〇
非
正
規
雇
用
従
業
員
数

・
５
人
以
下

６
１
事
業
者

・
６
～
２
０
人
１
６
事
業
者

〇
業
種

・
製
造
業

２
３
事
業
者
・
建
設
業

１
２
事
業
者

・
卸
売
・
小
売
業
１
６
事
業
者
・
サ
ー
ビ
ス
業
等
２
６
事
業
者

〇
事
業
形
態

・
個
人

２
３
事
業
所

・
法
人
（
資
本
金
１
千
万
円
未
満
）

３
１
事
業
所

・
法
人
（
資
本
金
１
～
３
千
万
円
未
満
）
１
９
事
業
所

・
法
人
（
資
本
金
３
～
１
億
円
未
満
）

４
事
業
所

※
商
工
会
会
員
事
業
者
の
規
模
別
割
合
を
念
頭
に
対
象
事
業
者
を
選
定

※
構
成
比
の
数
値
は
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
個
々
の
集
計
値
の
合
計
は
必
ず
し
も
10
0％
と
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。

14



【
令
和
7年
度
の
最
低
賃
金
引
上
げ
に
つ
い
て
の
対
応
】
(n
=7
7)

構
成
比

事
業
者
数

調
査
項
目

20
.8
％

16
(1
)最
低
賃
金
を
下
回
っ
た
た
め
、
最
低
賃
金
額
ま
で
引
き
上
げ
た

7.
8％

6
(2
)最
低
賃
金
を
下
回
っ
た
た
め
、
最
低
賃
金
額
を
超
え
て
賃
金
を
引
き
上
げ
た

33
.8
％

26
(3
)最
低
賃
金
は
上
回
っ
て
い
た
の
で
、
最
低
賃
金
額
の
引
上
げ
は
行
っ
て
い
な
い

37
.7
％

29
(4
)最
低
賃
金
は
上
回
っ
て
い
た
が
、
最
低
賃
金
額
を
引
き
上
げ
た

2

15



【
令
和
7年
度
の
引
上
げ
に
よ
る
影
響

(1
)(2
)(4
)を
選
択
し
た
方
】
(n
=5
1)

【
現
在
の
最
低
賃
金
額
の
負
担
感

(1
)(3
)を
選
択
し
た
方
】
(n
=3
2)

構
成
比

事
業
者
数

調
査
項
目

33
.3
％

17
(1
)想
定
以
上
の
引
上
げ
で
あ
り
、
経
営
上
の
影
響
が
あ
る

23
.5
％

12
(2
)想
定
以
上
の
引
上
げ
で
あ
る
が
、
特
に
経
営
上
の
影
響
は
な
い

29
.4
％

15
(3
)想
定
通
り
の
引
上
げ
て
あ
る
が
、
経
営
上
の
影
響
が
あ
る

13
.7
％

7
(4
)想
定
通
り
の
引
上
げ
で
あ
り
、
特
に
経
営
上
の
影
響
は
な
い

構
成
比

事
業
者
数

調
査
項
目

56
.3
％

18
(1
)大
い
に
負
担
に
な
っ
て
い
る

40
.6
％

13
(2
)多
少
は
負
担
に
な
っ
て
い
る

3.
1％

1
(3
)負
担
に
な
っ
て
い
な
い

0.
0%

0
(4
)分
か
ら
な
い

3

16



【
令
和
8年
度
の
賃
上
げ
の
状
況
】
(n
=7
7)

4

構
成
比

事
業
者
数

調
査
項
目

37
.7
%

29
(1
)実
施
し
た

22
.1
%

17
(2
)実
施
す
る
予
定

23
.4
%

18
(3
)今
年
度
の
最
低
賃
金
の
引
上
げ
に
合
わ
せ
て
実
施
予
定

7.
8%

6
(4
)検
討
中

6.
5%

5
(5
)現
段
階
で
は
未
定

2.
6%

2
(6
)実
施
し
た
い
が
で
き
な
い

0.
0%

0
(7
)実
施
し
な
い

○
賃
上
げ
を
実
施
（
予
定
を
含
む
）
し
た
割
合
は
、
８
３
．
１
％
（
(1
)(2
)(3
)の
計
64
）

○
売
上
規
模
１
億
円
以
上
の
事
業
者
で
は
７
８
．
８
％
が
賃
上
げ
を
実
施
（
予
定
を
含
む
）
し
て
い
る
、

一
方
、
２
千
万
円
未
満
で
は
４
０
．
０
％
に
と
ど
ま
り
、
規
模
に
よ
る
格
差
が
生
じ
て
い
る

○
営
業
利
益
が
減
少
し
て
い
る
事
業
者
で
も
、
そ
の
８
８
．
０
％
が
身
を
削
っ
て
賃
上
げ
を
実
施
（
予
定

を
含
む
）

〇
賃
上
げ
（
予
定
を
含
む
）
の
た
め
削
減
・
見
送
っ
た
も
の
(複
数
回
答
)(n
=6
4)
：
経
営
者
・
役
員
報
酬

46
.9
%
、
設
備
更
新
32
.8
%
、
修
繕
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
26
.6
%

17



【
価
格
転
嫁
の
状
況
】
(n
=7
7)

5

構
成
比

事
業
者
数

調
査
項
目

2.
6%

2
(1
)コ
ス
ト
が
上
昇
せ
ず
価
格
転
嫁
の
必
要
が
な
か
っ
た

3.
9％

3
(2
)ほ
ぼ
（
10
割
）
転
嫁
で
き
て
い
る

7.
8％

6
(3
)か
な
り
（
７
～
９
割
）
転
嫁
で
き
て
い
る

35
.1
％

27
(4
)あ
る
程
度
（
４
～
６
割
）
転
嫁
で
き
て
い
る

35
.1
％

27
(5
)少
し
（
１
～
３
割
）
転
嫁
で
き
て
い
る

14
.3
%

11
(6
)全
く
（
０
割
）
転
嫁
で
き
て
い
な
い

1.
3%

1
(7
)転
嫁
で
き
ず
逆
に
売
価
を
減
額
さ
れ
て
い
る

○
価
格
転
嫁
が
厳
し
い
事
業
者
が
５
０
．
６
％
（
(5
)(6
)(7
)の
計
）
に
の
ぼ
り
、
引
き
続
き
厳
し
状
況

○
費
目
別
で
み
る
と
、
労
務
費
の
価
格
転
嫁
が
厳
し
い
事
業
者
は
５
４
．
５
％
と
更
に
厳
し
い
状
況

〇
多
く
の
事
業
者
が
中
東
情
勢
に
起
因
す
る
価
格
上
昇
の
影
響
を
受
け
、
急
激
な
価
格
上
昇
に
価
格
転
嫁

が
追
い
付
か
ず
、
厳
し
い
状
況
に
置
か
れ
て
い
る
。
ま
た
、
商
品
、
原
材
料
、
燃
料
の
調
達
難
も
発
生
し

て
お
り
、
受
注
が
あ
っ
て
も
対
応
で
き
な
い
、
営
業
活
動
に
支
障
が
生
じ
て
い
る
と
い
っ
た
悲
痛
な
声
も

寄
せ
ら
れ
て
い
る
。
特
に
小
規
模
事
業
者
は
、
価
格
交
渉
力
が
弱
く
、
仕
入
先
の
変
更
や
代
替
調
達
も
容

易
で
は
な
い
た
め
、
原
材
料
価
格
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
の
上
昇
が
、
そ
の
ま
ま
収
益
圧
迫
に
つ
な
が
る
。
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【
令
和
８
年
度
以
降
、
対
応
可
能
な
最
低
賃
金
の
引
上
げ
水
準
】
(n
=7
７
)

6

構
成
比

事
業
者
数

調
査
項
目

23
.4
%

18
(1
)1
.0
%
未
満

24
.7
%

19
(2
)1
.0
％
～
2.
0％
未
満

16
.9
%

13
(3
)2
.0
％
～
3.
0％
未
満

14
.3
%

11
(4
)3
.0
％
～
4.
0％
未
満

10
.4
%

8
(5
)4
.0
％
～
5.
0％
未
満

10
.4
%

8
(6
)５
.0
％
～

19



【
大
幅
な
最
低
賃
金
引
上
げ
が
行
わ
れ
た
場
合
、
想
定
さ
れ
る
自
社
へ
の
具
体
的
な
影
響
】
(複
数
回
答
) (
n=
77
)

7

割
合

事
業
者
数

調
査
項
目

57
.1
%

44
(1
)設
備
投
資
の
抑
制
・
新
規
事
業
の
取
り
や
め
等
、
人
件
費
以
外
の
コ
ス
ト
削
減

39
.0
%

30
(2
)残
業
時
間
・
シ
フ
ト
の
削
減
（
非
正
規
従
業
員
を
含
む
）

19
.5
%

15
(3
)収
益
悪
化
に
よ
り
、
事
業
継
続
が
困
難
（
廃
業
、
休
業
等
の
検
討
）

19
.5
%

15
(4
)従
業
員
数
の
削
減
、
採
用
の
抑
制
（
非
正
規
従
業
員
を
含
む
）

16
.9
%

13
(5
)他
の
従
業
員
の
賃
上
げ
の
抑
制
、
一
時
金
等
の
削
減

10
.4
%

8
(6
)既
存
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
の
縮
小

1.
3%

1
(7
)そ
の
他

20



【
賃
上
げ
・
最
低
賃
金
引
上
げ
へ
の
対
応
の
た
め
に
政
府
等
に
求
め
る
支
援
】
(複
数
回
答
) (
n=
77
)

8

割
合

事
業
者
数

調
査
項
目

71
.4
%

55
(1
)税
・
社
会
保
障
料
負
担
等
の
軽
減

63
.6
%

49
(2
)助
成
金
の
拡
充
・
使
い
勝
手
向
上

48
.1
%

37
(3
)簡
便
な
手
続
き
で
受
給
で
き
る
助
成
金
の
創
設

31
.2
%

24
(4
)賃
上
げ
を
促
進
す
る
税
制
の
拡
充

27
.3
%

21
(5
)取
引
価
格
の
適
正
化
・
円
滑
な
価
格
転
嫁

24
.7
%

19
(6
)D
X、
設
備
投
資
等
に
よ
る
生
産
性
向
上
、
業
務
効
率
化
、
省
力
化
へ
の
支
援

19
.5
%

15
(7
)景
気
対
策
を
通
じ
た
企
業
業
績
の
向
上

6.
5%

5
(8
)社
員
の
能
力
開
発
の
支
援

2.
6%

2
(9
)賃
上
げ
実
施
企
業
へ
の
公
共
入
札
の
加
点
措
置

1.
3%

1
(1
0)
そ
の
他
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【
自
由
意
見
記
述
】

①
現
在
の
物
価
高
騰
の
速
度
に
追
い
つ
い
て
い
な
い
の
に
も
関
わ
ら
ず
、
賃
金
を
引
き
上
げ
る
の
が
か
な
り
苦
し

い
。
原
資
が
少
な
く
な
っ
て
い
る
の
に
、
ど
う
や
っ
て
上
げ
て
い
い
の
か
検
討
が
つ
か
な
い
。

②
原
材
料
は
高
騰
し
て
い
る
の
に
価
格
転
嫁
が
で
き
な
い
の
で
、
自
分
の
収
入
を
減
ら
す
し
か
な
い
。
今
後
こ
れ

が
続
く
と
事
業
継
続
が
難
し
く
な
っ
て
く
る
。

③
賃
金
を
上
げ
て
も
仕
事
の
能
力
は
上
が
ら
な
い
の
で
、
相
当
厳
し
い
状
況
で
あ
る
。
価
格
転
嫁
も
十
分
で
き
ず
、

原
資
は
正
社
員
の
給
与
と
役
員
の
給
与
を
削
る
こ
と
で
捻
出
す
る
し
か
な
い
。

④
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
に
よ
る
経
費
の
増
加
に
よ
り
、
本
来
賃
金
ア
ッ
プ
を
し
た
い
中
間
層
へ
の
賃
上
げ
が
思

う
よ
う
に
で
き
て
い
な
い
。

⑤
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
の
賃
金
を
押
し
上
げ
る
一
方
で
、
正
社
員
の
給
与
は
ア
ッ
プ
で
い
な
い
。

⑥
ア
ル
バ
イ
ト
雇
用
が
こ
れ
か
ら
も
増
や
せ
る
と
い
い
の
だ
が
、
賃
上
げ
を
行
う
こ
と
で
雇
用
が
で
き
な
く
な
り

困
っ
て
い
る
。

⑦
所
得
税
の
年
収
の
壁
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
が
、
社
会
保
障
の
壁
の
範
囲
で
働
く
従
業
員
も
お
り
、
最
低
賃
金
が

上
が
る
こ
と
で
そ
の
分
労
働
時
間
が
短
く
な
り
、
労
働
力
不
足
に
な
る
。

⑧
各
種
補
助
金
・
助
成
金
は
事
業
継
続
や
賃
上
げ
の
後
押
し
と
な
っ
て
い
る
一
方
、
申
請
要
件
や
書
類
作
成
が
複

雑
で
、
小
規
模
事
業
者
に
は
負
担
が
大
き
い
。
制
度
内
容
の
分
か
り
や
す
い
周
知
と
、
申
請
手
続
き
の
簡
素
化
、

採
択
後
も
含
め
た
継
続
支
援
の
充
実
を
希
望
す
る
。

9
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